
◇トラフ軸に近い沿岸域における住民等の避難に資するよう、
緊急地震速報・津波警報等及び津波観測情報の迅速化・
高精度化を、H２７年度中に実施。

◇対策計画の位置づけ等

◇南海トラフ巨大地震発生時における応急活動計画
○地震発生時からの時間軸を念頭に置き、東日本大震災の教訓も踏まえ、
地震発生直後から概ね７～１０日目までの間を中心に、省として緊急的に実施すべき主要な応急活動。

○応急活動を円滑に進めるために、あらかじめ平時から準備しておくべき事項。

○地震・津波による甚大な人的・物的被害を軽減するため、省として取り組むべき、中長期的な視点も
踏まえた予防的な対策。

○標記地震が発生した場合の国家的危機に備えるべく、国土交通省として、広域的見地や現地の
現実感を重視しながら、省の総力を挙げて取り組むべきリアリティのある対策をまとめるもの。

○本対策計画の策定とあわせて、地方ブロックごとに、より具体的かつ実践的な「地域対策計画」を策定。

◇南海トラフ巨大地震の発生に備え戦略的に推進する対策

７つの重要テーマと１０の重点対策箇所

「どこで何が起こるのか」「国土交通省として特に懸念される深刻な事態は何か」

「命を守る」段階 【テーマ①】 短時間で押し寄せる巨大な津波からの避難を全力で支える。

○津波による死者は、最大で約２３万人、
救助を要する人は最大で約４万人。

◎持ちうる全ての手段で、
避難の遅れによる死者ゼロを目指す。

緊急地震速報・津波警報等の迅速化・高精度化
既存施設の活用を含
めた避難路等の整備

また、避難路・避難場所等の整備を重点的に推進。

［重点対策箇所］

◇経緯等
○太田大臣の指示により、国土交通省では、平成２５年７月１日に
「国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部」及び
「対策計画策定ワーキンググループ」を設置。

○内閣府の計画と連携し、平成２６年４月１日に国土交通省南海トラフ
巨大地震対策計画【第１版】を策定。

国土交通省 南海トラフ巨大地震対策計画

想定される津波到達時間（津波高５ｍ）

焼津市：５ｍの津波が
４分で到達

（最大津波高さ11ｍ）短時間で襲来する津波（イメージ）

吉田町：５ｍの津波が
６分で到達

（最大津波高さ９ｍ）

【この資料のお問合せ】
東京都千代田区霞が関２－１－３ 国土交通省水管理・国土保全局 防災課 電話（０３）５２５３－８４５７

「施設復旧」段階 【テーマ⑦】
事前の備えも含めて被害の長期化を防ぎ、１日も早い生活・経済の復興につなげる。

濃尾平野の津波浸水想定
（堤防沈下の場合）

［静岡市由比地区］

［濃尾平野］

東日本大震災（Ｈ２３年）

静岡市由比地区の地すべりブロックの状況

基礎地盤（砂質土）

基礎地盤（粘性土）

液状化対策
（地盤改良・矢板）

締固め工法、
ドレーン工法等 鋼矢板、

固化工法等

堤防の液状化対策による
浸水範囲の大幅な縮小

［ＪＲ東海道本線］ ［三大湾］

○静岡市由比地区では、大規模地すべりにより、日本の
大動脈である東名高速道路・国道1号・ＪＲ東海道本線
が長期間寸断。

○濃尾平野等のゼロメートル地帯では、
揺れに伴う堤防の沈下等により
津波を防げず、広範囲・長期にわたる
浸水。

◎致命的な被害を受けない備え、
被災後の影響の緩和。

◇大規模土砂災害対策を、平成２６年度より５年間で重点的に推進。

◇木曽川等の堤防沈下による越流を防ぎ、
想定される５ｍの津波から市街地を守る。 等

○全国の鉄道貨物輸送量の約３７％を占めるＪＲ
東海道本線は、津波浸水により数箇所で被害を
受け、長期間寸断。

○我が国の経済・産業活動拠点である伊勢湾、
大阪湾等では、湾内に大量のコンテナや船舶が
滞留し、港湾機能に深刻な影響。

◇港湾施設等の耐震・耐津波性能の強化や予め啓開作業の体
制の構築により、迅速に緊急輸送やサプライチェーンを確保。

◇貨物列車代替ルートとして、ＪＲ北陸本線経由、
ＪＲ中央本線経由での輸送を確保。

伊勢湾における対策例

南海トラフ巨大地震対策に関する詳細はこちら http://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_000760.html

７つの重要テーマと１０の重点対策箇所

地域対策計画について（近畿ブロックの事例）

○紀伊半島から大阪平野までの沿岸にかけて、浸水・
土砂崩れによる道路災害が発生し、救助・救援のため
の部隊の進出が難航。

◇地震・発災後からの道路啓開計画（案）の検討。
（平成２３～２５年度）

◇平成２６年度は、啓開訓練の実施および検証を行い、道路啓
開計画（案）に反映し、発災後における迅速かつ的確な啓蒙
活動の確立に向けた検討の実施。

◎総合啓開（陸・海・空から）に関する計画を策定。

［第１版］

本部会議(H26.4.1)の様子

想定される津波高さ（満潮時）

焼津市

吉田町



７つの重要テーマと１０の重点対策箇所

「命を守る」段階 【テーマ③】
甚大かつ広範囲の被害に対しても、被災地の情報を迅速・正確に収集・共有し、

応急活動や避難につなげる。

「命を守る」段階 【テーマ②】
数十万人の利用者を乗せる鉄道や航空機等の利用者について、何としてでも安全を確保する。

早期地震検知システム

○地震発生時、東海道・山陽新幹線には約８万人、中京圏・近畿圏の在来線には約６４万人が乗車。

◎地震や津波による事故をなくし、乗客を守る。

◇東海道新幹線では耐震対策は概ね完了。さらに、脱線時の被害
が大きいと想定される区間を優先的に脱線・逸脱対策を実施。

○震度６弱以上を観測するエリアは約７．１万ｋｍ２。

○津波による浸水面積は約１，０００ｋｍ２、約４５０市区町村。

東日本大震災（Ｈ２３年）

◎国土交通省の総力を挙げるとともに、
交通関係業界も総動員し、
最先端技術を活用した情報収集と共有。

◇濃尾平野及び大阪平野で、先行的に、平成２６年度から
電子防災情報システムの暫定運用を開始し、被災情報
の収集・共有を迅速・正確化。

鉄道施設の耐震対策 脱線・逸脱対策

［重点対策箇所］

［重点対策箇所］
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災害対策本部での情報収集

や現場での活動に活用。

TEC-FORCEからの

報告も集約し、隊員も

情報を共有

通行可

通行不可

浸水範囲

発電所

市役所

病院

×落橋

○人孤立

ヘリの調査地点／ルート、 役割

分担等の事前計画

無人ヘリによる調査

電子防災情報図

×

×
×

住民や事業者等からの

情報提供

ビッグデータの活用

「通れたマップ」（ ITS-JAPAN ）

CCTVからの現況確認

人工衛星等を活用した情報収集
JAXA HPより

による浸水域

名取川

仙台空港

阿
武
隈
川

SAR観測技術 レーザ測量技術

平均海面以下

既往最高潮位以下

大潮の満潮位以下

住民等
行政機関

＜電子防災情報システム＞

赤色部分が津波
による浸水域

東田子の浦～富士区間蒲原～草薙区間安倍川～西焼津区間

浜松～鷲津区間

インフラ施設と震度の関係（陸側ケース）

◇紀伊半島や四国等の内陸部の山間地では、二次被害のおそれのある箇所等
において、土砂災害対策を重点的に推進。

◇紀伊半島、四国、九州等の津波浸水想定地域の主要な道路を対象に、広域
道路啓開計画の策定を推進するとともに、耐震補強や代替路線の整備等
の対策を重点的に推進。

「救急救命」段階 【テーマ④】
無数に発生する被災地に対して、総合啓開により全力を挙げて進出ルートを確保し、

救助活動を始める。

「救急救命」段階 【テーマ⑤】
被害のさらなる拡大を全力でくい止める。

「被災地への支援」段階 【テーマ⑥】
民間事業者等も総動員し、数千万人の被災者・避難者や被災した自治体を全力で支援する。

物流事業者による支援物資の仕分への協力体制の構築

Ｈ１６年新潟県中越地震で形成された河道閉塞
（５２箇所の形成）

○最大で道路約４１，０００箇所、鉄道約１９，０００箇所、港湾約５，０００箇所で被災、
５つの空港で津波による浸水が発生。

◎陸海空あらゆる方面からのルート啓開「総合啓開」を行う。

津波による大規模浸水

○山間部で広域かつ多数の大規模土砂崩壊が発生、河道閉塞が形成
され、甚大な二次災害のおそれ。

◎大規模な二次被害を、事前の戦略的な備えと、
発災後の迅速かつ的確な行動で最小限にくい止める。

○発災翌日には、最大で約４３０万人が避難所に避難するため、
救援物資の不足等が懸念。

◎民間事業者等を総動員した支援物資輸送を展開。

◇中国圏、四国圏において、自治体及び物流事業者等と連携した支援物資
輸送体制を構築し、訓練等を実施。

［重点対策箇所］

［重点対策箇所］

［重点対策箇所］
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港内を漂流するコンテナ群

津波による空港内の冠水

※枠内の区間は、JR東海が設定している静岡県内の津波危険予想地域

浜松

鷲津 西焼津

蒲原

草薙安倍川

富士

東田子の浦
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